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（開示事項の経過・変更）事業譲渡先の変更及び事業譲渡契約締結に関するお知らせ 

 
当社は、2026 年７月 31 日付で公表いたしました「事業譲渡に向けた基本合意書締結に関するお知らせ」につきまし

て、事業譲渡先を変更の上、本日付で事業譲渡契約を締結いたしましたのでお知らせいたします。なお、本件は適時開示
基準に該当いたしませんが、有用な情報と判断したため、任意開示するものであります。 
 

記 
 
１．事業譲渡の理由 

当社は、2015年 12月より越境 EC プラットフォーム「DOKODEMO（ドコデモ）」の運営を開始し、日本国内の
商品を海外の消費者へ届けるためのサービス構築及び事業展開を推進してまいりました。 しかしながら、昨今の国際
情勢の不安定化や物流コストの高騰等、本事業を取り巻く環境は厳しさを増しております。こうした状況下において、
本事業の将来価値を最大化するためには、「DOKODEMO（ドコデモ）」への主要な出店者である株式会社スター
ネットへ事業を譲渡することが最善であると判断し、事業譲渡契約の締結に至りました。 
なお、当初は、株式会社スターネットの親会社である株式会社リードヘルスケアへ事業を譲渡することとしておりまし

たが、相手先の企業グループにおける事業運営体制等を総合的に協議・検討した結果、譲渡先を株式会社スターネ
ットへ変更することといたしました。 
当社の中核事業である LOWYA 事業におきましては、中期経営計画の達成に向けた「OMO 型 D2C モデル」の

確立及び事業拡大のため、実店舗の出店が順調に進捗しております。今後は、同事業への経営資源の集中をさらに
加速させ、持続的な企業価値の向上を図ってまいります。 

 
２．事業譲渡の概要 

(1) 対象事業の内容 
越境 EC プラットフォーム事業「DOKODEMO（ドコデモ）」 

 
(2) 対象事業の経営成績 

 当該事業（a） 2026年３月期実績（b） 比率（a/b） 
売上高 340百万円 18,129百万円 1.9% 
営業利益 △5百万円 1,353百万円 － 
 

 



(3) 対象事業における資産、負債の項目及び金額 
相手先の意向により非開示とさせていただきます。 
 

(4) 譲渡価額及び決済方法 
相手先の意向により非開示とさせていただきます。 

 
３．相手先の概要（変更箇所には下線を付しております。） 
（変更前） 
(1) 名称 株式会社リードヘルスケア 
(2) 所在地 福岡県福岡市博多区東比恵３－１－２ 東比恵ビジネスセンター８F 

(3) 代表者の役職・氏名 
代表取締役会長  吉村 恭彰 
代表取締役社長  阿座上 登 

(4) 事業内容 薬局・小売店等に対する一般医薬品、医薬部外品等の販売 
(5) 資本金 19億円 
(6) 設立年月 1967年７月 
(7) 大株主及び持株比率 株式会社フォレストホールディングス  53.7%（間接保有） 

(8) 上場会社と当該会社との関係 

資本関係 

該当事項はありません。 
人的関係 
取引関係 
関連当事者への該当状況 

（注）当該会社は非公開会社であり、相手先との守秘義務契約により経営成績等については非開示とさせていただき
ます。 

 
（変更後） 
(1) 名称 株式会社スターネット 
(2) 所在地 福岡県福岡市博多区東比恵３－１－２ 東比恵ビジネスセンター８F 
(3) 代表者の役職・氏名 代表取締役  財津 靖典 
(4) 事業内容 一般医薬品、医薬部外品等の通信販売 
(5) 資本金 2,000万円 
(6) 設立年月 2007年 11月 
(7) 大株主及び持株比率 株式会社リードヘルスケア  100.0% 

(8) 上場会社と当該会社との関係 

資本関係 該当事項はありません。 
人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 
当 社 の 越 境 EC プ ラ ッ ト フ ォ ー ム
「DOKODEMO（ドコデモ）」への出店に
関する取引関係があります。 

関連当事者への該当状況 該当事項はありません。 
（注）当該会社は非公開会社であり、相手先との守秘義務契約により経営成績等については非開示とさせていただき

ます。 



４．日程 
(1) 基本合意書締結日 2026年７月 31日 
(2) 事業譲渡契約締結日 2026年 10月 30日 
(3) 事業譲渡期日 2026年 12月１日（予定） 

 
５．今後の見通し 

本件による当社業績への影響は軽微であります。今後、開示すべき事項が発生した場合は速やかにお知らせいたしま
す。 

 
以 上 


